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今 回公 示 する学会基準案

　本号 で 公示す る学会基準案は い ずれ も現行 の 基準

を見直 し た も の で
，

「地盤 の 平板載荷試験方法」 お

よ び
「RI 計器 に よ る 土 の 密度試験方法」 の 二 っ で

あ る。こ れ らの 基準 の 素案は 厂現場密度 ・載荷試験

小委員会」 に よ っ て 作成 され た もの で ある。

　 こ こ に公示 す る基準案に つ い て の 意見は ， 書面に

て平成 5年 6月30日まで に土質工 学会基準部宛に提

出い た だきた い
。

　基準案 は そ れ ぞ れ統一
様式 に従 っ て 書 き改め る と

と もに
， 見直 し の 結果に 基づ い て 変更 した。現行基

準か らの 変更点な どは ， 以下の とお りで あ る 。

　（1） 「地盤の 平 板載荷試験方法 」

　本基準案 にお い て ， 変更 した 部分は と くに次の 点

で あ る
。

　  載荷板 と試験装置の 例　　載荷板 の 例 と反力装

置お よ び載荷 ば りか ら な る試験装置 の 例 を図 として

示 し た 。

　  載荷方法　　現行基準で は ， 載荷方法 として ，

計画最大荷重 を 8 段階以上 に原則 と し て 等分割す る

こ とが義務づ け られ て い たが，荷重段階を多 くし て

も実際上は それ ほ ど意味がな い こ とか ら ， 本基準案

で は こ れ を 5 〜 8 段階 に等分割 し て 載荷すればよ い

こ とに した 。

　  報告事項　　現行基準 の 報告事項 の 内容か ら
一

般事項や ほ か の 試験や 調査 を行わ な い と得 られ な い

結果 な どを削除し た 。

　  　「RI 計器に よる土 の 密度試験方法 」

　今回の 見直しに よ っ て ， 試験を行 う上 で 基本的な

内容 は変 わ っ て い な い が ， 新 し い 統一様式 に書 き改

め る と ともに ， お もに 次の 点を変更 した 。

　  基準 の 名称変更　　現行 の 基準名は 「ラジオ ア

イ ソ ト
ープ利用に よ る 土 の 密度 ・含水量 の 標準的 な

測定方法」 （JSF 規格 ：T36 −83T ）で あ る が ， 本基

準は基本的に は現場 で 土 の 密度を測定す る試験方法

で あ り， また RI 計器 とい う略称が一
般に普及 して

い る こ とか ら，基準名称 の案 と し て 「RI 計器 に ょ

る土 の 密度試験方法」 とした 。

　  付図お よ び注 の 削 除　 　現行 の基準 に用 い られ

て い る付図は ， も と も と試験 を実施 す る の に 必要 な

もの で は な く， あ くま で も参考図で あ っ た 。 したが

っ て
， 本基準案で は こ れ ら の 付図 と注を削除し た 。

なお ， 本基準案に は 透 過型 と散乱型 の RI 計器の 例

を示 した 。
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土質工 学会基準案

地盤の平 板載荷試験方法

Test　Method 　for　Measuring　Deformability　of 　Soil

　　　　　　Ground　by　Plate　Loading

JSF
1521− 1993

1． 総　則

1．1 試験の 目的

　　　 こ の 試験は ， 地盤に 設置 し た載荷板の荷

　　 重 と沈下量 の 関係か ら地盤反力係数や極限

　　 支持力な どの 地盤 の 変形お よ び支持力特性

　　 を求め る こ とを 目的 とす る
。

1．2 適用範囲

　　　 こ の 基準は ， 構造物基礎地盤 の 変形特性

　　 お よび支持力特性を求 める試験 に適用す る 。

L3　用語の 定義

　　　 地盤反力係数とは単位面積当た りの 荷重

　　 変化 に対す る沈下 量の 変化の割合を い う。

　　 また，極限支持力 と は地盤 が破壊 した とき

　　 の単位面積 当た りの荷重 を い う。

【付帯条項】

　1． 本基準と部分的に異な る方法 を用 い た場合 に

　　は ， そ の 内容 を報告事項 に 明記 し な けれ ばな ら

　 　 な い
。

　　 全 で ある もの
。 設置 に あた っ て は ， 転倒し

　　 な い よ うに注意す る 。

  　反 力装置 　反力装置 は ， 実荷重 または ア ン

　　 カ ーを使用す る
。

Z3 　荷重計　荷重計は
， 原則 と し て環状ばね 型

　　 力計 または荷重計 を用 い る。

2．4　沈下量測定装置　沈下量測定装置は ， 基準

　　 点 ， 基準ば りお よび 変位計 に よ っ て構成 さ

　　 れ る 。

（1） 基準点　基準点 は ，基準ば りを支持する も

　 　 の
。

  　基準ば り　 基準ば り は ， 十分な剛性を持つ

　　 鋼板 を用 い る 。

（3） 変位計　変位計は ，
0．01〜O．　OOImm 目盛 ，

　　 測長 30mm 以上の ダイ ヤ ル ゲージ ， また

　　 は こ れ に準ずる性能 の 変位計を用い る 。

2．　5 時計　時計は ， 時刻 お よび経過時間を測定

　　 で きる も の とす る 。

2． 試験用具

2．1 載荷板　載荷板は ， 直径 30cm 以上 の 円形

　　 と し ， 上下面 が 平滑で 厚 さ 25mm 以上の

　　 鋼板が望 ま しい
。

2．2　載荷装置　載荷装置は ， ジ ャ ッ キ ， 支柱 ，

　　 載荷ば りお よ び反力装置か ら構成さ れ る
。

（D　ジ ャ ッ キ　ジャ ッ キ は ， 計画最大荷重以上

　　 の 加力能力 と，変形追随 で きる十分 な ス ト

　　 ロ
ー

クを持 つ もの とす る 。

  　支柱　支柱 は ， 十分 な剛性 を もち端面が材

　　 軸 に 対 し て直角な もの と す る。

（3） 載荷ば り　載荷 ば りは ， 十分な剛性 を もち ，

　　 曲げ ， せ ん断 ， 支圧 お よ び座屈に 対 し て 安

82

【付帯条項】

2．1 載荷板は
，

一般 に 直径 30cm の 円形 の 平板 が

　　用い られ る が ， 角形を用 い て もよ い 。そ の 製作

　　精度 は 1／1000 程度 の も の とする 。 載荷板の
一一

　　例を図一 1 に示す 。

補弸 プ

⊂ ）
　　　　↓

　
鋼板厚さ2・5〜3・°°m

　　　　　 図
一 1　 荷載板の一例

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 土 と基礎，41− 4 （423）
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22 　載荷装置は，載荷板に偏心荷重が加 わ らな い

　　よ うに取 り付 け ， また ， 保安施設 を必要 に応 じ

　 て 設 け る 。

1（1＞ ジ ャ ッ キは ス ム ーズな荷重増減がで き ， 油圧

　 あ る い は水圧に よ り所定の 荷重 が保持 で きる も

　 の を用 い る 。 な お ， ダイ ヤ フ ラ ム 加圧 板を用 い

　 て もよ い 。

〈4＞ 反力装置には ， 実荷重に よ る方法 とア ン カ ー

　 に よ る方法が あ り， 十分な載荷荷重 に 見合 うも

　 の とす る 。
い ずれ も次の条件を満たす もの とす

　　る 。

　 〈実荷重に よる方法〉

　   　実荷重は 計画最大荷重 の L2 倍以 上で ある

　　　こ と
。

　   実荷重 の 受台は載荷板 の 中心 か ら 1．5m 以

　　 上離れ た位置 に設置する こ と。

　   　反力装置は載荷に よる移動 や転倒 に対 し て

　　 十分安全で ある こ と。

　 〈ア ン カ
ー

に よ る方法〉

　   　ア ン カ ーは ， 計画最大荷重 の 1．2 倍以上 の

　　 荷重 に対 し て 十分な引張 り抵抗 を有す る と と

　　 も に
， 引張 り材に支障を及ぼす よ うな伸び が

　　 生 じ な い こ と。

　   ア ン カ
ー
体は ， 載荷板 の 中心か ら Lsrn 以

　　 上離れ て 対称 に配置す る こ と。

　   載荷ば りとの 接合部分 は ， 偏心 や 二 次応力

　　 を考慮 して 十分 に安全で ある こ と
。

　　 載荷装置 の
一例 を図一 2 に示 す 。

2．3　荷重計は振動や気象変化 に耐 え得る もの で な

　 けれ ば な ら な い
。 荷重計の 容量 は計画最大荷重

　 の 1．2〜2 倍 の 範囲と し ， 精度は 最大荷重 の ± 1

　 　 ア ン カ ーに よる方 式 　 　 　 　 実荷 重 に よる方式

実荷重

載荷ばり　　 1

　　　　　　　ヨ
載荷ばり

二

受け台
アンカ

ー
ロ ノ ド

基準点　 基準ば り

支柱

荷重計

ジ
ャ ッキ

　　　　　　　基準，尊，
変位計

受け台

I

I

．i
∠

あ

載荷板暮
飛
拝．

ll
『

アン カー俸
・蕊墨 ・

ヒ

．
’
5ト 1．5皿 以」　　　　　　　　　　 1．5m以上

図
一 2　 反力装置 お よ び載荷ば りの 取付け例

」亀Lpri1 ，　1993
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　 ％以内とす る 。

2，4

（1） 基準点 は ， 載荷板 の 外側端 か ら 1．Om 以上離

　 れ た所 に設置する
。

  　基準ば りは振動や気象変化 に よ る有害な影響

　 を受けな い よ うな 方法で 基準点に支持す る 。

  　変位計は試験前に 正 常に 作動す る こ とを確認

　 し ， 振動や気象変化に耐 え得る よ うに す る 。 ま

　 た原則的 に 4 点設置 し
， 次 の 点に留意する。

　   変位計は載荷板の対称な位置に配置 し， 載

　　 荷板 の沈下量 を正確 に 測定で き るよ うに鉛直

　　 に設置す る 。

　   　試験に 伴 う載荷板 の 傾斜や水平変位を考慮

　　 し て ， 変位計 の 先端 の 接する面 は適当な広 さ

　　 で 平滑 な水平面 とす る 。

3， 試験方法

3．1 試験位置の選定　載荷試験は ， 構造物の種

　　 類 ， 規模 ， 基礎の 大き さお よび 支持地盤 の

　　 土層構成な どを十分 に検討 し ， 地盤を代表

　　 し うる地点を選 定 して 行 う。

3，2　試験地盤面の 整形 およ び養 生

（1＞ 試験地盤面は ， 載荷板 の 中心 か ら 1．Om 以

　　 上 の 範囲を水平 に整地 す る
。

  　試験地盤面は ，試験期間中地盤状態が変化

　　 し な い よ うに 養生す る 。

3．3 載荷板の設置 　載荷板は整形 した試験地盤

　　 面 に，水平で
一

様に密着す る よ うに 設置す

　 　 る 。

3．4 載荷方法 　載荷方法は ， 試験 目的に応 じ て

　　 荷重制御 に よ る単純載荷方式あ る い は多段

　　 階載荷方式 の い ずれ か を選定する 。

（1） 試験 に先だち第 1段階の 荷重を越 え な い 範

　　 囲で 予備載荷 を行 う。

（2） 荷重 は ，計画最大荷重 を 5〜 8段階ずつ 等

　　 分に載荷す る 。

（3） 載荷お よ び 除荷は， 速や か に
一
定速度 で 行

　　 う。

（4） 荷重 の 保持時間は ， 30分程度の
一

定時間 と

　　 する。除荷お よ び再載荷 の 荷重段階で は
，

　　 5 分程度の
一

定時間 とす る。
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　  　多段階載荷 は ， 所定 の荷重段階 と 3 回程度

　　　の 繰返 し回数で 実施す る 。

3．5　沈下量の 測定　沈下量 の測定は ， 各荷重段

　　　階に お い て 所定の 荷重に達 し た 後， 原則 と

　　　し て 0分 ， 1分 ， 2 分， 5 分お よび以後 5

　　　分経過 ご とに荷重保持時間継続 し て 行 う。

【付帯条項】

3．1 試験 の 実施 に あた っ て は ， 事前 の 実施計画 に

　　従 い ， 試験実施 体制 を決 め ， 事故がない よ うに

　　安全作業に務め る
。 風 ・雨 ・日照お よ び 地下水

　　や そ の 他の 工 事作業な どに よ り試験が阻害され

　　た り，測定精度が低下 し な い よ うにする。

3．2

　〔1） 試験地盤面 の 状況 は事前に十分 に観察 し て お

　　 く。 最終的な整形作業は ， 地盤 の 変化や 乱れ を

　　避 ける た め に試験直前に行 う。

3．4

　（3） 載荷お よ び 除荷する単位面積当た りの 荷重は

　　2kgf／cm2 ｛196　kN ／皿
2
｝以下を標準 とす る 。

　　もとに次式よ り求め る 。

　　　　　島一器
　 　 こ こ で，

　　　　 「IP ：単位面積当 た りの 荷重 の 変化量

　　　　　　 （kgf／cm2 ｛kN ／m2 ｝）

　　　　 4S ： AP に 対応す る 沈下量 （cm ）

  極限支持力 「
荷重 一沈下 量 曲線 」 で 沈下

　　量が急激 に増大し始 め る とき ， も し くは 載

　　荷板やそ の 周辺地盤 の状況 が急 激 に 変 化

　　し ， 載荷が難 し くな り始めた とき の 荷重を

　　読み取 る 。

4． 試験結果の 整理

4．1 試験結果 の まとめ

　　　 測定結果 に も とつ い て 「時間
一
荷重曲線」

　　 「時間 一沈 下量 曲線」 お よ び 「荷重 一沈下量

　　 曲線」 を作成する
。

4．2 試験結果 の評価

（1） 地盤反力係数 の 算定　地盤反力係数 kv（kgf

　　 ／c皿
3
｛kN ／m3 ｝）は ，

「荷重 一沈下量 曲線」 を

【付帯条項】

4．1　多段階載荷方式 の 試 験 で は ，

「荷重 一
残留沈

　　下量曲線」 お よび 「除荷 曲線」 を作成する。

5．　 報告事項

　　　試験結果 につ い て 次の 事項 を報告す る 。

（1＞ 本基準 と部分的 に異な る方法 を用い た揚合

　　は ， そ の 内容

  　試験方法

  　試験結果図お よび表

（4） 地盤反力係数

  　極限支持力

  　試験地盤 の観察結果 と地下水の状況

  　そ の 他特記す べ き事項

【付帯条項 】

　  　試験方法は，載荷板 の 形状 と寸法，載荷方法

　　お よび反力装置な どに つ い て 報告す る 。

　　　　　土質工 学会基準案

RI 計器に よる 土の 密度試験方法

JSF

1613− 1993

Test　Method 　for　Density　of 　Soils　Using　Radioisotope　Gauge

1．　 総 　則

1．1 試験の 目的

　　　 こ の 試験 は ， 自然地盤お よび造成地盤 の

　　 土を ラ ジオ ア イ ソ トープ （Radioisotope ：

84

　　 放射性同位元素）を用 い た RI 計器で ， 土
’

　　 の 密度お よび含水比 を求 め る こ とを目的 と

　　 する 。

1．2　適応範囲

　　　 こ の 基準は ， す べ て の 土質材料を対象と

　　 す る 。

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 土 と基礎，41− 4 （423）
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、【付帯条項】

　1．　 本基 準と部分的に異な る方法を用 い た場合に

　　 は ， そ の 内容 を報告事項に明記 し なけれ ばな ら

　　 な い
。

1

2． 試験器具

2，1

（1）

）2（

＞3（

）4（

（5）

（6）

Z2

Z3

RI 計器　RI 計器 は ， 密度計 と水分計 とを

保有し
， 湿潤密度 と水分密度を同時測定で

きる もの で ， 以 下 の 機能を有する も の
。

線源 測定 に使用する ラジオ ア イ ソ トープ

の 放射線が， 密度お よび水分を有効に測定

で き る強さを もつ 密封線源 とする 。

検出器　放射線を検出で きる十 分に安定な

も の
。

計数器　検出器か らの 信号を数える装置で

あ っ て ， 計数回路 ・タ イ マ ー回路等か らな

る 。

表示器　放射線計数率お よび測定結果を表

示 で きる も の 。

電源　計器を作動 させ る に 必要な内部電源

を有 し， 充電可能なも の 。

外装　  〜   をま とめ る か ， ある い は別装

す る外箱で
， 現場計器 とし て頑丈で ， 防塵，

防湿お よび温 度な どの外的条件に よ る影響

が少 ない 構造 とする。

線源棒　放射線源を装備 した金属性 の 棒。

あ らか じめ削孔 され た孔 へ 挿入で きる構造

の もの で所定 の 打込 み深 さが確実に保持で

き る もの
。

標準体　物理 的 ・ 化学的 に安定 で 経時変化

April ， 1gs3

資料一
“q

【付 帯条項】

2．1RI 計器 に は透過型 と散乱型 が あ り， 計器 の

　　概略 の 構成 の
一
例 を図一 1 お よび図一 2に示 す 。

　　　RI 計器 は ，
パ ッ ク グ ラ ン ドを測定 し

， 補正

　　で きる機能 を有す る もの とす る
。

バ ッ ク グ ラ ン

　　 ドとは ， 宇宙線や 地中か ら放出され る 自然放射

　　線で ある 。

　　　散乱型 の 揚合， 礫分 の 多い 土で は測定値の変

　 　

熱中性 器

図
一 1　 透過型 RI 計器の 概略構成

　 　 　

熱中性子

ター

一一一一一
：中性子

図
一 2　散乱型 RI 計器 の 概略構成
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　 動が大 き くな る場合 がある 。

「

2．1

（2） 線源 には ， 密度測 定用 と し て ガ ン マ 線お よび

　 永分測定用 とし て 中性子 線 な どが 使用 され る

　 が ， 放射線 の取扱 い に 当た っ て は 厂放射性同位

　 元素等に よ る放射線障害の 防止 に関する 法律」

　 （「放射線障害防止 法」 ）お よ び 関連諸法令 に

　 従わ な ければ な らな い 。放射線強 さが，規制値

　 （密度お よび水分測定用を合わ せ て 100マ イ ク ロ

　 キ ュ リ
ー ｛3．7メ ガ ベ ク トル ｝）以下の 微小線源

　 の 場合は ， 法的な規制は受けな い
。

Z2 散乱型 RI 計器 の 線源棒 は ， 計器 に内蔵され

　 着脱可能な もの とす る
。

Z3 　標準体の 使用目的は ， 線源が放射線を出す強

　 さが時間 の 経過 に よ っ て 減衰す る の を補正す る

　 こ とにあ る 。 また ， 計器が異常な く作動 して い

　 る か の 確認 の た め に も使用す る。

2．5 測 定孔作製用器具は ， 散乱型 RI 計器に は必

　 要ない 。

3． 試験方法

3，1 基 準値の 設定

　　　 最初に 線源を RI 計器に 組み込み 線源強

　　 さを測定 した 日 （基準 目） の 標準体計数率

　　 （cpm ）を ， そ の RI 計器 の 基準値 とする 。

（1） 他 に放射線源 が あ る場合は ， 影響 の な い と

　　 こ ろ ま で 十分に遠 ざけ る
。

  　計器 の 電源 ス イ ッ チ を入れ ， ウォ
ーミ ン グ

　　 ア ッ プ を行 う。

（3） RI 計器か ら線源棒を取 り外 し
，

20m 以上

　　 遠 ざけた状態で ， 標準体の 上 で標準体バ ッ

　　 ク グラ ン ドを測定す る。

（4） 標準体を コ ン ク リ・一一一ト， ア ス フ ァ ル トまた

　　 は 土の上 に 置 き ，
RI 計器を標準体上に設

　　 置 して標準体計数率 （cpm ）を測定す る 。

　　　 測定は ， 以下 の 条件 を満た すま で 行 い
，

　　 標準体計数率 S、 （cpm ）と測定時間 tl （分）

　　 を記録す る 。
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　 Si・tl≧ 154000

こ こ に ，

　S、 ：基準日の標準体計数率か ら標準体バ ッ

3．2

（1）

（2）

3．3

（1）

（2）

34

（5）

　 ク グラ ン ド計数率を引い た計数率

　 （cpm ）

tl ；基準 日 の S
，
・tt≧154000 の St を 得 る

　 に 要 し た計数時間 （分）

初期作動状態の確認

　基準 日か ら RI 計器 の 初期作動確認 をす

る 目 （検査 日）ま で に減衰した放射線量 を

計算し ， 検査 日 の 標準体計数率 Sa（cpm ）

を算出す る
。

　得 られ た計算値 と検査 日に実施 し た標準

体測定 に よ り得 られ た標準体計数率とを比
』

較 し計器 の 初期作動状態を確認する 。

3．1 （1）〜（3）の 作業を行 う。

標準体を コ ン ク リー ト， ア ス フ ァ ル トま た

は 土の 上 に 置 き，RI 計器を標準体上 に設

置 し て標準体計数率 32（cpm ）を測定す る 。

　測定 は ， 以下の条件 を満たすま で行 い ，

標準体計数率 S，（cpm ）と測定時間 彦2（分）

を記録す る 。

　 S2・t2≧154000

こ こ に
，

S2 ：検査 日 の 標準体計数率か ら標準体バ ッ

　　 ク グラ ン ド計数率 を引 い た計数率

　　 （cpm ）

　 t2 ：検i査日の S2・t2≧154　OOO の Sl を得 る

　　 に要 し た 計数時間 （分）

較正 曲線の作成

　RI 計器の 現場使用 に先 だ っ て ， 測定す
」

る土 の 湿潤密度お よび水分密度 と計数率比 ・

の 関係を示す較正 曲線 （較 正式） を作成す

る
。

較正用容器内に 既知 の 密度お よ び含水比 に

締め固 めた均
一

な供試体を必要個数作製す
〜

る
。

作製 した個々 の 供試体 の 湿 潤 密 度 ρt（gバ

cmS ）お よび水分密度 Pm（g／cm3 ）を求め る 。

’

3．1 （1）〜（3）の作業を行 う。

標準体 を コ ン ク リ
ー

ト， ア ス フ ァ ル トまた
・

は土 の 上 に 置 き ，
RI 計器を標準体上に設 ・

置 して 標準体を測定 し ， 基準日か らの 放射
’

線減衰量 を計算 し作動状態 を確認する 。

較正用容器内の供試体 の 上 でバ ッ クグ ラン

土 と基礎 ， 41− 4 （423）
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　　　ドの 測定を行 う。 測 定 は，RI 計器か ら線

　　 源棒 を取 り外 し
，

20皿 以上遠 ざけた状態で

　　 行 う。

  　RI 計器に よ り個 々 の 供試体 の 計数率比 を

　　 求 め る。

（7） 供試体の 含水比 w （％）を測定す る 。

  　求 めた計数率比 と湿潤密度 あ る い は水分密

　　 度 と の 関係を求め る。 こ の 関係式を較正 曲

　　 線 とする 。

3．4　現場測定

（1） 3．1（1）〜（3）お よ び3．3（4＞の 作業を行 う。

  　測定現揚 に お い て
， 現場バ ッ ク グ ラ ン ドを

　　 測定 する 。 測 定 は ，
RI 計器か ら線源棒を

　　 取 り外 し ， 20m 以上遠 ざけた状態 で
， 土 の

　　 上で 現場バ ッ ク グラ ン ドを測定す る 。

（3） 測定箇所 の表面を直ナ イ フ な どで 測定に必

　　 要 な広 さが平滑に なるよ うに凸 の 部分 を削

　　 り取 り ，
RI 計器 と地表面の 密着性 が 十分

　　 得 られ る よ うに す る。 透過型計器 の 場合 は

　　 測定孔作製用器具 を使 っ て地面 に垂直 に線

　　 源棒挿入用孔 を開け る
。

（4） RI 計器に線源棒を取 り付 け ， 測定箇所に

　　 RI 計器 を設置 し て 測定す る。

  　以後， 同
一

エ リア 内で の 測定は ， 次の測定

　　 点に移動 し ，   と（4）を必要回数繰 り返 し測

　　 定す る 。

【付帯条項】

3．1 基準値を設定 した 日が， 放射線の減衰量 を計

　　算す る基準 日となる 。

　　　計数率 と は ， 単位時間当た りの 放射線の強 さ

　　を い い
， 1分間当た り（cpm ：count 　per　minute）

　　で 表す 。

　　　標準体計数率 と は ，
RI 計器 で 標準体 を測定

　　した とき の 計数率 をい う。

　（4） 標準体測定で は ， 標準体計数率が壁や器物の

　　影響 を受けな い よ うに ， 標準体を壁 な どか ら離

　　れた場所 に おい て 測定 し な けれ ばな らな い
。

3．2

　（1） 線源 の 時間的な減衰の程度は ， 線源に用い る

　　ラジオ ア イ ソ ト
ープ の 種類 に よ っ て 決ま っ て い

　　る の で ， i基準 とす る 目か ら作動確認す る 日まで

April，　1993
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　 の 経過 日数によ り標準体計数率 が初期作動確認

　　日に は どの 程度に な っ て い るか を計算する こ と

　 が で き る 。

3．3　計数率比 とは，測定 し た 土 の 湿潤密度お よび

　 水分密度の 各々 の 計数率を標準体計数率で 除 し

　 た値で あ る 。

（1） 供試体の 数は ， 測定 の 対象 とする土 の 密度お

　 よび含水比 の 範囲 を十分に 包含し
， な め らか な

　 曲線が得 られ る個数 を準備す る 。

（5） 較正曲線 （較正 式）は ，
バ ッ ク グ ラ ン ドを測

　 定し ， 補正 を し な ければ な らな い
。

（7＞ 供試体の 含水比 は ， 供試体の計数率比 を測定

　 後 ， 供試体を崩す際 に試料 を数箇所か ら採取 し，

　 JIS　A 　1203 「土 の 含水比試験方法 」 に 規定す る

　 方法に よ っ て測定す る 。

3．4

  　土 もし くは測定 日が変わ る ご とに現場 バ ッ ク

　 グラ ン ドを測定 し ， 補正 しな けれ ばな らな い
。

  　散乱型 RI 計器 の 場合 ， 測定表面 の 凹凸が測

　 定値に及 ぼす影響が透過型 RI 計器 に 比 べ て 大

　 きい の で ， 地表面 の 平滑性 を十分に確保 しなけ

　 れ ばな らな い
。

一 一

　 4．　 測定結果 の整理

4．1 初期作動確認時の標準体計数率の算定

（1） 検査 日 の 標準…体計数率 S2（cpm ）の 測 定結

　　 果か ら ， 最大標準体計数率 S2m。x （cpm ）お

　　 よび 最小標準 体計数率 S2mi
。（cpm ）を次式

　　 で算定する
。

　　　　　ll：：｝− s2・ ・ 964萼
　 　 　 こ こ に ，

　　　　 S2 ：検査 日の 標準体計数率 か ら標準体 バ ッ

　　　　　　 クグラ ン ド計数率 を引い た計数率

　 　 　 　 　　 （cpm ）

　　　　 t2： 検査 日 の S2・t2≧154000 の S2 を得 る

　　　　　　 に要 し た 計数時間 （分）

（2） 基準 目の 標準体計数率 S
、（cpm ）の 測 定 結

　　 果 か ら， 検査 目 の 最大標準体計数率 8
、max

　　 （cp 皿 ）お よび最小標準体計ta率Slmi。（cpm ）

　　 を次式 で算定す る 。
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　　　　　　1：慧｝
・・Ss・ ・ 96漂

　　　　　　s
・
・＝s

・（
12
）
D ’「

　　　　 こ こ に，

　　　　　 Ss ：計算に よ っ て求め た検査日の 標準体計

　　　　　　　 数率 （cpm ）

　　　　　 S
、

： 基準日 の 標準体計数率 か ら標準体バ ッ

　　　　　　　 ク グラ ン ド計数率 を引 い た計数率

　　　　　　　 （cpm ）

　　　　　 tl： 基準日 の Si・t！≧154000 の Si を 得 る

　　　　　　　 に 要 し た計数時間 （分）

　　　　　 D ：装備 し て い る ラ ジ オ ァ イ ソ トープ の 半

　　　　　　　減期 （日）

　　　　　 T ： 31設定後，検査 日 まで の経過期間（日）

　（3） （1）で 得 られ た S2m 。x 　k よ び 32minが次式を

　　　満足 し て い れ ば ， RI 計器は正常に作動 し

　　　 て い る 。

　　　　　 S2m　ax ＞Slmtn

　　　　　 S2m ユ。〈5、m 。x

4．2　較正 時の密度の算定

　（1） 個々 の 供試体の 湿潤密度 Pt（g／cmS ）を次式

　　　で算定す る 。

　 　 m
　 ρじ＝ −
　 　 v

こ こ に ，

　m ： 供試体の 質量 （9 ）

　V ：供試体の 体積 （cmS ）

  個 々 の 供試体 の 水 分 密度 Pm（g／cm3 ）を次

　　式で 算定する 。

　　　　　Pm ＝＝
、嬲鶚。

・・1

　 　　　 こ こ に ，

　　　　　W ：供試体 の 含水比 （％）

4．3　土 の密度 の 算定

（1） 計器 が測定 した各放射線計数率 を記 録 す

　　　る。
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〔2） 測定 に よ っ て得 られ た各放射線計数率か ら

　　較正 曲線に従 っ て 湿潤密度 ρ・（g／cmS ）お よ

　　び水分密度 Pm（g／cm3 ）を読 み取 る。

（3） 測定箇所 の乾燥密度 ρσ（g／cm3 ）を次式で算

　　定す る 。

　 　 　 　 Pd ＝ ρt
− Pnt

（4） 測定箇所 の含水比 w （％）を次式で算定す

　　 る 。

w ＝ 　ρm 　 × 100 ＝ 亟 X100
　 　 　 　 　 　 　 　 Pa　 　 Pt− Pm

【付帯条項】

4．1

　（2） RI の 半減期は ， 以下 の とお り で あ る 。

．

　　ガ ン マ 線 ： コ バ ル ト60（6°Co）；　1　920 日

　　中性子線 ： カ リフ ォ ル ニ ウ ム 252（
252Cf

）： 967日

4．3

（1） 計器に よ っ ては ， 現場測定結果 を印字する こ

　　とが で き る計器 もあ る の で ， こ の場合は現揚測

　　定 の 年月 日， 測定場所な ど測定 の 条件を記録す

　　る所定の 用紙 に貼 りつ け て保存 し活用 する 。

5． 報告事項

　　　試験結果に つ い て 次 の 事項を報告する 。

（1） 本基準と部分的に異なる方法を用 い た揚合

　　 は ， そ の 内容

  　試験方法

  　含水比

  　湿潤密度

  　乾燥密度

  　そ の 他特記す べ き事項

【付帯条項】

　（2） 試験方法は ， 使用 した RI 計器の 種類 と計器

　　番号な どを報告す る。
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